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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．当社は連結財務諸表及び中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度及び中間連結会計期間

に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。 

２．売上高について、消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社に対する投資の重要性が乏しいため記載しておりま

せん。 

回次 第21期中 第22期中 第23期中 第21期 第22期 

会計期間 

自平成15年 
６月１日 
至平成15年 
11月30日 

自平成16年 
６月１日 
至平成16年 
11月30日 

自平成17年 
６月１日 
至平成17年 
11月30日 

自平成15年 
６月１日 
至平成16年 
５月31日 

自平成16年 
６月１日 
至平成17年 
５月31日 

売上高 (千円) 21,015,079 28,882,719 18,720,247 43,417,949 60,689,646 

経常利益 (千円) 2,508,527 2,515,283 1,136,356 4,647,767 4,547,421 

中間（当期）純利益 (千円) 1,336,938 1,430,703 658,665 2,498,218 2,584,112 

持分法を適用した場合

の投資利益 
(千円) － － － － － 

資本金 (千円) 601,480 1,429,020 1,429,020 601,480 1,429,020 

発行済株式総数 （株） 38,900 240,400 240,400 77,800 240,400 

純資産額 (千円) 6,266,805 10,003,722 11,118,311 7,452,507 10,913,507 

総資産額 (千円) 22,166,795 28,072,703 28,974,975 25,168,376 25,506,247 

１株当たり純資産額 （円） 161,100.40 41,612.82 46,249.22 95,533.52 45,397.28 

１株当たり中間（当

期）純利益金額 
（円） 35,812.12 6,106.81 2,739.87 32,508.89 10,888.18 

潜在株式調整後１株当

たり中間（当期）純利

益金額 

（円） － － － － － 

１株当たり中間（年

間）配当額 
（円） － 1,000 1,000 6,400 2,900 

自己資本比率 （％） 28.3 35.6 38.4 29.6 42.8 

営業活動によるキャッ

シュ・フロー 
(千円) 1,360,022 1,053,853 △9,006,550 440,666 5,441,191 

投資活動によるキャッ

シュ・フロー 
(千円) △83,949 50,397 7,749 △378,005 △107,470 

財務活動によるキャッ

シュ・フロー 
(千円) △340,440 1,777,140 3,809,240 25,840 △2,277,030 

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高 
(千円) 4,762,571 6,796,829 1,782,568 3,915,438 6,972,129 

従業員数 （人） 128 172 212 171 205 



４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

５．当社は平成16年１月20日付で株式１株につき２株の株式分割を行なっております。 

  なお、第21期の１株当たり中間（当期）純利益金額は、この株式分割が期首に行なわれたものとして計算し

ております。 

６．当社は平成16年７月20日付で株式１株につき３株の株式分割を行なっております。 

  なお、第22期中及び第22期の１株当たり中間（当期）純利益金額は、この株式分割が期首に行なわれたもの

として計算しております。 

７．平成16年11月８日を払込期日とする有償一般増資によって発行済株式総数（7,000株増加）及び純資産額

（資本金及び資本準備金にてそれぞれ827,540千円増加）は増加しております。 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。 

また、関係会社における異動についてもありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間における関係会社の状況について、重要な異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員数であり、社外から当社への出向者が含まれております。 

(2) 労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成17年11月30日現在

従業員数（人） 212 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当中間会計期間の日本経済は、原油価格やテロ対策問題等を内包する世界経済の動向には依然として留意を要する

ものの、全般的には国内の民間需要に支えられた堅実なる回復基調の中での推移となりました。 

 企業収益の好調なる推移は家計部門にも波及（雇用環境や個人消費の改善等）、株式市場等の回復と相俟ってデフ

レ局面の終息に向った兆候が力強く顕在化してまいりました。 

 不動産及び住宅産業界では、景気回復及び低金利情勢等を背景として首都圏を中心に需要動向は堅調ではあるもの

の、着工新設住宅戸数の伸び悩み、地価の下げ止まりとそれに相反する不動産取引価格の低迷及びマンションを含め

た同業他社との競合の激化等によって依然として厳しい環境の中での推移となっております。 

 このような環境において、当社では本業である戸建住宅を中心とした不動産分譲事業に経営資源を有効活用するこ

と等によって更なる業績の拡大に努めてまいりました。 

 柏営業所（千葉県柏市）、池上営業所（東京都大田区）の開設等による経営基盤の拡充、金融機関との当座貸越契

約及び貸出コミットメント契約の締結による財務体質の強化、住宅品質の更なる向上及び取扱棟数の増加によるスケ

ールメリットを活かした建物製造原価の圧縮等に取組んだものの、相対的に住宅需要が強くない首都圏郊外での大規

模プロジェクトにおける販売遅延等によってシェアを確保することが出来ませんでした。 

 これらの結果、当中間会計期間の業績は、売上高18,720,247千円（前中間会計期間比35.2％減）、経常利益

1,136,356千円（前中間会計期間比54.8％減）、中間純利益658,665千円（前中間会計期間比54.0％減）となりまし

た。 

 なお、事業部門別の状況については、当中間会計期間も本業である戸建住宅を中心とした不動産分譲事業に経営資

源を集中した結果、不動産分譲事業の売上高は18,534,891千円（前中間会計期間比35.5％減）で売上高構成比

99.0％、その他事業の売上高は185,356千円（前中間会計期間比12.3％増）で売上高構成比1.0％となっております。

(2) キャッシュ・フロー 

   当中間会計期間における「現金及び現金同等物」（以下、「資金」という。）は、主に営業活動によるキャッシ

ュ・フローでの使用によって前事業年度から5,189,560千円減少して1,782,568千円となりました。 

   当中間会計期間におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因等については次のとおりであります。 

  （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

   当中間会計期間における営業活動の結果、使用した資金は9,006,550千円（前中間会計期間は1,053,853千円の獲

得）となりました。 

   これは主に、税引前中間純利益の減少（前中間会計期間比54.8％減）、業績の拡大を目的とした積極的な土地仕入

の促進によるたな卸資産の増加等によるものであります。 

  （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

   当中間会計期間における投資活動の結果、獲得した資金は7,749千円（前中間会計期間は50,397千円の獲得）とな

りました。 

   これについては、定期積金の払戻しによって、有形及び無形固定資産の取得等を賄ったことによるものでありま

す。 

  （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

   当中間会計期間における財務活動の結果、獲得した資金は3,809,240千円（前中間会計期間は1,777,140千円の獲

得）となりました。 

   これについては、業績の拡大を目的としたたな卸資産の増加を図るため、短期借入金の増加及び社債の発行によっ

て資金を調達したことによるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間の生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．件数欄については、戸建住宅の棟数を表示しております。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当社は見込み生産を行なっているため、該当事項はありません。 

(3）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

不動産分譲事業（戸建住宅）の地域別販売実績は、次のとおりであります。 

 （注）１．件数欄については、戸建住宅の棟数を表示しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．群馬県及び茨城県の前年同期比については、前年同期における実績がないため記載しておりません。 

事業部門別 品目 

当中間会計期間 
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

件数 金額（千円） 前年同期比（％） 

不動産分譲 
戸建住宅 998 30,931,636 104.4 

マンション － － － 

合計 998 30,931,636 104.4 

事業部門別 品目 

当中間会計期間 
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

件数 金額（千円） 前年同期比（％） 

不動産分譲 

戸建住宅 677 18,534,891 △35.5 

マンション － － － 

小計 677 18,534,891 △35.5 

その他 

請負工事 10 113,714 10.1 

賃貸 － 6,002 3.8 

その他 － 65,639 17.1 

合計 － 18,720,247 △35.2 

地域 件数 金額（千円） 前年同期比（％） 

東京都 91 3,257,090 △52.3 

埼玉県 218 5,719,306 △46.2 

神奈川県 119 3,538,271 △26.2 

千葉県 202 4,760,715 △24.2 

群馬県 2 32,701 － 

茨城県  6 92,070 － 

愛知県  39 1,134,734 554.8 

合計 677 18,534,891 △35.5 



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題についての重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当社では、業績の更なる拡大を図るための安定的かつ機動的な土地仕入資金の確保を目的として、平成17年７月27

日付にて株式会社三井住友銀行と総額40億円、平成17年９月29日付にて株式会社みずほ銀行と総額30億円、平成17年

９月30日付にて株式会社東京三菱銀行と総額30億円、合計にて100億円の当座貸越契約及び貸出コミットメント契約

を締結しております。 

 また、これらの契約には、借入人の財政状態を一定の水準以上に維持すること等の制限条項が含まれております。

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等はありません。 

 また、当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 432,000 

計 432,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年11月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年２月10日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 240,400 240,400 
東京証券取引所 

市場第一部 
－ 

計 240,400 240,400 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年６月１日～ 

平成17年11月30日  
－ 240,400 － 1,429,020 － 1,493,085 



(4）【大株主の状況】 

（注）上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数は、全て信託業務に係る株式数であります。 

なお、それらの内訳については、投資信託設定株数1,312株、年金信託設定株数1,491株、その他信託株数1,145株

となっております。 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）完全議決権株式（その他）の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が２株含まれております。 

   なお、議決権の数の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれておりません。 

  平成17年11月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

山本 重穂 東京都武蔵野市吉祥寺南町3－31－9 75,000 31.19 

飯田 和美 東京都杉並区下井草3－33－2 51,600 21.46 

有限会社一商事 東京都西東京市富士町4－33－15 16,800 6.98 

有限会社フォレスト 東京都武蔵野市西久保1－3－7 12,000 4.99 

森 和彦 東京都武蔵野市西久保1－3－7 10,000 4.15 

タクトホーム従業員持株会 東京都西東京市東伏見3－8－13  4,694 1.95 

田中 敏子 東京都西東京市東伏見5－6－4  4,200 1.74 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町2－11－3  3,948 1.64 

株式会社飯田産業 東京都武蔵野市境南町3－13－14 2,120 0.88 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1－2－10  1,781 0.74 

計 － 182,143 75.77 

  平成17年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  240,400  240,398 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 240,400 － － 

総株主の議決権 － 240,398 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日から当半期報告書の提出日までにおける役員の異動は、次のとおりでありま

す。 

  平成17年11月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成17年６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 

最高（円） 175,000 167,000 151,000 143,000 136,000 146,000 

最低（円） 125,000 139,000 139,000 130,000 124,000 128,000 

役職の異動  

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

 取締役 
営業管理部長 

（兼）調布営業所店長  
取締役  営業管理部長  江波戸 健  平成17年11月21日



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年６月１日から平成16年11月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年６月１日から平成16年11月30日ま

で）及び当中間会計期間（平成17年６月１日から平成17年11月30日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人

による中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社には子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成16年11月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年11月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１.現金及び預金  6,883,829   1,782,568   6,992,129   

２.たな卸資産 ※３ 19,322,949   25,211,398   16,438,901   

３.その他  ※４ 357,547   282,721   375,090   

流動資産合計   26,564,326 94.6  27,276,688 94.1  23,806,121 93.3 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※1,3 1,094,488   1,208,824   1,218,557   

２．無形固定資産  3,486   9,348   6,217   

３．投資その他の資
産 

※２ 410,401   480,113   475,350   

固定資産合計   1,508,376 5.4  1,698,287 5.9  1,700,126 6.7 

資産合計   28,072,703 100.0  28,974,975 100.0  25,506,247 100.0 

           

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形  3,342,700   3,079,736   3,657,160   

２．営業未払金  1,617,526   1,761,695   1,780,413   

３．短期借入金 ※3,5 11,181,500   10,802,300   7,411,000   

４．１年内返済予定
長期借入金 

※３ 80,290   －   74,280   

５．１年内償還予定
社債  

  －   500,000   －   

６．未払法人税等  1,064,640   462,702   820,385   

７．その他 ※４ 522,351   542,022   613,284   

流動負債合計   17,809,008 63.5  17,148,457 59.2  14,356,522 56.3 

Ⅱ 固定負債           

１．社債   －   500,000   －   

２．長期借入金  ※３ 88,280   －   51,020   

３．退職給付引当金  37,547   52,031   40,652   

４．役員退職慰労引
当金  127,100   147,900   137,500   

５．その他  7,044   8,275   7,044   

固定負債合計   259,971 0.9  708,207 2.4  236,217 0.9 

負債合計   18,068,980 64.4  17,856,664 61.6  14,592,740 57.2 

           
 



  
前中間会計期間末 

（平成16年11月30日） 
当中間会計期間末 

（平成17年11月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   1,429,020 5.1  1,429,020 4.9  1,429,020 5.6 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  1,493,085   1,493,085   1,493,085   

資本剰余金合計   1,493,085 5.3  1,493,085 5.2  1,493,085 5.8 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  41,186   41,186   41,186   

２．任意積立金  457   298   457   

３．中間（当期）未
処分利益  7,020,995   8,136,069   7,934,004   

利益剰余金合計   7,062,639 25.1  8,177,554 28.2  7,975,648 31.3 

Ⅳ その他有価証券評
価差額金   18,978 0.1  18,652 0.1  15,753 0.1 

資本合計   10,003,722 35.6  11,118,311 38.4  10,913,507 42.8 

負債資本合計   28,072,703 100.0  28,974,975 100.0  25,506,247 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   28,882,719 100.0  18,720,247 100.0  60,689,646 100.0 

Ⅱ 売上原価   24,580,014 85.1  16,003,091 85.5  52,558,548 86.6 

売上総利益   4,302,704 14.9  2,717,156 14.5  8,131,097 13.4 

Ⅲ 販売費及び一般管
理費   1,682,027 5.8  1,486,800 7.9  3,432,487 5.7 

営業利益   2,620,677 9.1  1,230,355 6.6  4,698,609 7.7 

Ⅳ 営業外収益 ※１  72,147 0.2  4,867 0.0  153,573 0.3 

Ⅴ 営業外費用 ※２  177,541 0.6  98,866 0.5  304,761 0.5 

経常利益   2,515,283 8.7  1,136,356 6.1  4,547,421 7.5 

Ⅵ 特別損失    － －  375 0.0  273 0.0 

税引前中間（当
期）純利益   2,515,283 8.7  1,135,980 6.1  4,547,148 7.5 

法人税、住民税
及び事業税  1,032,636   439,499   1,893,388   

法人税等調整額  51,943 1,084,580 3.7 37,815 477,314 2.6 69,646 1,963,035 3.2 

中間（当期）純
利益   1,430,703 5.0  658,665 3.5  2,584,112 4.3 

前期繰越利益   5,590,292   7,477,403   5,590,292  

中間配当額   －   －   240,400  

中間（当期）未
処分利益   7,020,995   8,136,069   7,934,004  

           



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間会計期間 

 （自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間 
 （自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度の要約キャッシ
ュ・フロー計算書 
 （自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー     

税引前中間（当期）純利
益  2,515,283 1,135,980 4,547,148 

減価償却費  34,146 29,645 72,057 

賞与引当金の減少額  △126,229 △113,648 △12,580 

退職給付引当金の増加額  5,829 11,378 8,934 

役員退職慰労引当金の増
加額  13,000 10,400 23,400 

貸倒引当金の減少額  － － △4,500 

受取利息及び受取配当金  △3,522 △2,838 △5,057 

支払利息  137,717 72,967 258,544 

有形固定資産売却損  － － 155 

有形固定資産除却損   － 375 118 

たな卸資産の減少額（△
増加額）  △334,191 △8,772,497 2,549,857 

その他の資産の減少額  135,768 40,116 87,929 

仕入債務の増加額（△減
少額）  199,527 △596,141 676,873 

その他の負債の増加額  124,566 15,363 115,999 

役員賞与の支払額  △20,000 － △20,000 

小計  2,681,897 △8,168,899 8,298,881 

利息及び配当金の受取額  3,509 2,857 5,044 

利息の支払額  △139,093 △65,147 △253,012 

法人税等の支払額  △1,492,459 △775,360 △2,609,721 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー  1,053,853 △9,006,550 5,441,191 

 



  
前中間会計期間 

 （自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間 
 （自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度の要約キャッシ
ュ・フロー計算書 
 （自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー     

定期積金の預入による支
出  △55,000 △12,000 △74,000 

定期積金の払戻による収
入  147,600 41,000 225,600 

投資有価証券等の取得に
よる支出  － △30 △50,000 

投資有価証券等の売却に
よる収入   － 10 － 

有形固定資産の取得によ
る支出  △42,202 △17,230 △206,364 

有形固定資産の売却によ
る収入  － － 293 

無形固定資産の取得によ
る支出  － △4,000 △3,000 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー  50,397 7,749 △107,470 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー     

短期借入金の純増加額
（△減少額）  664,500 3,391,300 △3,106,000 

長期借入金の返済による
支出  △44,520 △125,300 △87,790 

社債の発行による収入   － 1,000,000 － 

株式の発行による収入  1,655,080 － 1,655,080 

配当金の支払額  △497,920 △456,760 △738,320 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー  1,777,140 3,809,240 △2,277,030 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加
額（△減少額）  2,881,390 △5,189,560 3,056,690 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首
残高  3,915,438 6,972,129 3,915,438 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高 

※ 6,796,829 1,782,568 6,972,129 

     



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定） 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は移動平均法により算

定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

販売用不動産、仕掛販売用

不動産及び未成工事支出金 

個別法による原価法 

(2）たな卸資産 

同左 

(2）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物附

属設備は除く）については、

定額法。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

(1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物附

属設備は除く）については、

定額法。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

(1)有形固定資産 

同左 

  

  

 建物 15～50年

車両運搬具 ２～６年

工具器具備品 ３～20年

建物 11～50年

車両運搬具 ２～６年

工具器具備品 ３～20年

 

 (2）無形固定資産 

定額法 

 なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基

づいております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については、個

別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、退職給付会計に関する実務

指針（中間報告）（日本公認会

計士協会 会計制度委員会報告

第13号）に定める簡便法によ

り、自己都合退職による中間会

計期間末要支給額から中小企業

退職金共済事業団からの給付金

相当額を控除した金額を計上し

ております。 

(2) 退職給付引当金 

同左 

(2) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、退職給付会計に関する実務

指針（中間報告）（日本公認会

計士協会 会計制度委員会報告

第13号）に定める簡便法によ

り、自己都合退職による期末要

支給額から中小企業退職金共済

事業団からの給付金相当額を控

除した金額を計上しておりま

す。 

 (3) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、役員退職慰労金規程

に基づく中間会計期間末要支給

額を計上しております。 

(3) 役員退職慰労引当金 

同左 

(3）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、役員退職慰労金規程

に基づく期末要支給額を計上し

ております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

(1)消費税等の会計処理 

①税抜方式によっております。 

②控除対象外消費税等は、固定

資産に係るものは投資その他の

資産の「その他」に計上し５年

間で均等償還を行っており、そ

れ以外は発生年度の期間費用と

しております。 

(1)消費税等の会計処理 

同左 

(1)消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 

（自 平成16年６月１日 

至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年６月１日 

至 平成17年11月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年６月１日 

至 平成17年５月31日） 

－ （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる損益に与える影響

はありません。 

－  

－   （役員賞与に関する会計基準） 

当中間会計期間より、「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年

11月29日）を適用しております。これによる

損益に与える影響はありません。  

－  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年11月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年11月30日） 

前事業年度末 
（平成17年５月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

207,847千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

       265,729千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

       240,494千円 

※２ 投資その他の資産に係る貸倒引当金 

10,000千円 

※２ 投資その他の資産に係る貸倒引当金 

      5,500千円 

※２ 投資その他の資産に係る貸倒引当金 

      5,500千円 

※３ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産及びこれに対

応する債務は次のとおりであります。 

※３ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産及びこれに対応

する債務は次のとおりであります。 

※３ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産及びこれに対応

する債務は次のとおりであります。 

(1) 担保に供している資産 (1) 担保に供している資産 (1) 担保に供している資産 

たな卸資産 9,898,332千円

有形固定資産 562,114千円

計 10,460,447千円

担保権の設定が留保されているたな卸

資産（土地及び建物）が95,074千円あり

ます。 

たな卸資産    3,462,242千円

有形固定資産    556,864千円

計    4,019,106千円

 上記のほか、担保権の設定が留保され

ているたな卸資産（土地及び建物）が

2,549,792千円、建物が28,698千円あり

ます。 

   上記のほか、担保権の設定が留保され

ているたな卸資産（土地及び建物）が

3,122,754千円、建物が28,117千円あり

ます。 

(2) 上記に対する債務 (2) 上記に対する債務 (2) 上記に対する債務 

短期借入金 11,047,500千円

１年内返済予定長

期借入金 
80,290千円

長期借入金 88,280千円

計 11,216,070千円

短期借入金       56,000千円 短期借入金    6,200,000千円

１年内返済予定長

期借入金 
      74,280千円

長期借入金       51,020千円

計    6,325,300千円

※４ 消費税等の取扱 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動負債の「その他」に含めて表示して

おります。 

※４ 消費税等の取扱 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動資産の「その他」に含めて表示して

おります。 

※４        － 

※５        －  

  

※５ 当社では、土地仕入資金の効率的な調

達を目的として、取引銀行３行と当座貸

越契約及び貸出コミットメント契約を締

結しております。これら契約に基づく当

中間会計期間末の借入未実行残高は次の

とおりであります。  

当座貸越極度額及

び貸出コミットメ

ントの総額 

  10,000,000千円

借入実行残高    8,159,500千円

差引額    1,840,500千円

※５        －  

前中間会計期間 
（自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 180千円

受取配当金 3,341千円

安全協力会収受金 67,470千円

受取利息    98千円

受取配当金    2,739千円

受取利息    370千円

受取配当金    4,686千円

安全協力会収受金  127,407千円 

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 137,717千円 支払利息   72,967千円 支払利息  258,544千円

 ３ 減価償却実施額  ３ 減価償却実施額  ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 33,977千円

無形固定資産 168千円

有形固定資産  28,776千円

無形固定資産    868千円

有形固定資産  71,619千円

無形固定資産    438千円



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に記載されている科目の金額

との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に記載されている科目の金額

との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対

照表に記載されている科目の金額との関係 

（平成16年11月30日現在） （平成17年11月30日現在） （平成17年５月31日現在） 

現金及び預金勘定 6,883,829千円

預入期間が３ヶ月を超える定

期積金 
△87,000千円

現金及び現金同等物 6,796,829千円

現金及び預金勘定  1,782,568千円

預入期間が３ヶ月を超える定

期積金 
－千円

現金及び現金同等物  1,782,568千円

現金及び預金勘定  6,992,129千円

預入期間が３ヶ月を超える定

期積金 
△20,000千円

現金及び現金同等物  6,972,129千円



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年11月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間会計期間末（平成17年11月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

前中間会計期間 
 （自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間 
 （自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度 
 （自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

 リース取引については、いずれも事業内容

に照らして重要性が乏しく、また、リース契

約１件当たりの金額が少額なため、記載を省

略しております。 

同左 同左 

 取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 26,061 58,060 31,998 

合計 26,061 58,060 31,998 

 中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 119,750 

 取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 26,061 57,510 31,448 

合計 26,061 57,510 31,448 

 中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 169,750 



前事業年度（平成17年５月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成16年６月１日 至 平成16年11月30日）、当中間会計期間（自 平成17年６月１日

至 平成17年11月30日）及び前事業年度（自 平成16年６月１日 至 平成17年５月31日） 

当社はデリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

株式 26,061 52,623 26,561 

合計 26,061 52,623 26,561 

 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 169,750 

前中間会計期間 
 （自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間 
 （自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度 
 （自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

 関連会社に対する投資の重要性が乏しいた

め、記載を省略しております。 

同左 同左 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
 （自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間 
 （自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度 
 （自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

１株当たり純資産額 41,612円82銭

１株当たり中間純利益

金額 
6,106円81銭

１株当たり純資産額      46,249円22銭

１株当たり中間純利益

金額 
     2,739円87銭

１株当たり純資産額      45,397円28銭

１株当たり当期純利益

金額 
     10,888円18銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

   

 当社は、平成16年１月20日付で株式１株に

つき２株の株式分割を、平成16年７月20日付

で株式１株につき３株の株式分割を行なって

おります。 

 これらの株式分割が前期首に行なわれたと

仮定した場合の１株当たり情報については、

それぞれ以下のとおりとなります。 

前中間会計期間 前事業年度 

１株当たり純資
産額 

１株当たり純資産
額 

26,850円07銭 31,844円51銭 

１株当たり中間
純利益金額 

１株当たり当期純
利益金額 

5,968円74銭 10,836円35銭 

 潜在株式調整
後１株当たり中
間純利益金額に
ついては、潜在
株式が存在しな
いため記載して
おりません。 

 潜在株式調整後
１株当たり当期純
利益金額について
は、潜在株式が存
在しないため記載
しておりません。 

  

  

 当社は、平成16年７月20日付で株式１株に

つき３株の株式分割を行なっております。 

 当該株式分割が前期首に行なわれたと仮定

した場合の前事業年度における１株当たり情

報については、以下のとおりとなります。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

１株当たり純資産額      31,844円51銭

１株当たり当期純利益

金額 
     10,836円35銭

 
前中間会計期間 

 (自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日) 

当中間会計期間 
 (自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日) 

前事業年度 
 (自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

中間（当期）純利益（千円） 1,430,703 658,665 2,584,112 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

（うち利益処分による役員賞与金） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益（千円） 1,430,703 658,665 2,584,112 

普通株式の期中平均株式数（株） 234,280 240,400 237,332 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
 （自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間 
 （自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度 
 （自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

－ 平成17年12月２日開催の当社取締役会にお

いて、第３回無担保社債の発行を決議いたし

ました。 

その概要については、次のとおりでありま

す。 

１．発行金額   金2,000,000千円 

２．各社債の金額 金100,000千円の１種 

３．発行価額   額面100円につき100円 

４．償還金額   額面100円につき100円 

５．利率     年0.21％ 

６．期限及び償還方法 

  社債発行日より３年間、満期一括償還 

７．発行日    平成17年12月29日 

８．財務代理人  株式会社東京三菱銀行 

９．登録機関   株式会社東京三菱銀行 

10．資金使途   事業資金 

 － 



(2）【その他】 

    平成18年１月13日開催の取締役会において、当期中間配当に関して次のとおり決議いたしました。 

   ① 中間配当による配当金の総額      240,400千円 

   ② １株当たりの金額           1,000円 

   ③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日  平成17年２月13日 

  （注）平成17年11月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対して支払いを行ないます。



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第22期）（自 平成16年６月１日 至 平成17年５月31日）平成17年８月26日関東財務局長に提出。  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成１７年２月１０日

タクトホーム株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 佐々木 延行  印 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 宮入 正幸   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているタク

トホーム株式会社の平成１６年６月１日から平成１７年５月３１日までの第２２期事業年度の中間会計期間（平成１６年

６月１日から平成１６年１１月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間

キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、タクトホーム株式会社の平成１６年１１月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成 

１６年６月１日から平成１６年１１月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示

しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成１８年２月１０日

タクトホーム株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 太田 恵子   印 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 宮入 正幸   印 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 井村 順子   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているタク

トホーム株式会社の平成１７年６月１日から平成１８年５月３１日までの第２３期事業年度の中間会計期間（平成１７年

６月１日から平成１７年１１月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間

キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、タクトホーム株式会社の平成１７年１１月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成 

１７年６月１日から平成１７年１１月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示

しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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